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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一般式（３）で表される重合性を有する化合物、および該化合物（３）の酸無水物から
選択される少なくとも１種の化合物である酵素阻害剤（Ａ）と、
　クロルへキシジン類およびその塩から選択される少なくとも１種の抗菌剤（Ｂ）と、
　前記酵素阻害剤（Ａ）以外の重合性単量体（Ｃ）と、
　重合開始剤（Ｄ）と
を含有する歯科用組成物であり、
　前記重合性単量体（Ｃ）が、直鎖状または分枝状のアルキル（メタ）アクリレート、グ
リシジル（メタ）アクリレート、テトラフルフリル（メタ）アクリレート、ヒドロキシア
ルキル（メタ）アクリレート、ハロゲンを有するヒドロキシアルキル（メタ）アクリレー
ト、アルコキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、直鎖状または分枝状のポ
リまたはモノアルキレングリコールジ（メタ）アクリレート、ウレタンジ（メタ）アクリ
レート、トリメチロールアルカントリ（メタ）アクリレート、ポリメチロールアルカンの
エーテルのテトラ（メタ）アクリレート、およびポリメチロールアルカンのエーテルのポ
リ（メタ）アクリレートから選ばれる少なくとも１種のみからなり、
　口腔内粘膜、歯周組織、歯槽骨および歯牙から選択される口腔内組織に適用される歯科
用コート剤である
ことを特徴とする歯科用組成物。
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【化１】

〔式（３）中、Ｘ11、Ｘ12およびＸ13は、それぞれ独立に水素、ハロゲン、ヒドロキシま
たはカルボキシであり；Ｘ14は、水素または（メタ）アクリレート基を有してもよいＣ1

～Ｃ6アルキルであり；Ｘ11、Ｘ12、Ｘ13および－ＣＯＯＸ14の隣接している置換基同士
がカルボキシの場合は、これらで酸無水物基を形成していてもよく；Ｘ15はＣ1～Ｃ6アル
キレンであり；Ｒは水素またはメチルである。〕
【請求項２】
　前記酵素阻害剤（Ａ）が、ＥＣ３．４に属するペプチド結合加水分解酵素を阻害する酵
素阻害剤であることを特徴とする請求項１に記載の歯科用組成物。
【請求項３】
　前記酵素阻害剤（Ａ）が、マトリックスメタロプロテイナーゼを阻害する酵素阻害剤で
あることを特徴とする請求項１～２の何れかに記載の歯科用組成物。
【請求項４】
　前記酵素阻害剤（Ａ）が、酸性基を有する酵素阻害剤（Ａ１）であることを特徴とする
請求項１～３の何れかに記載の歯科用組成物。
【請求項５】
　さらに、充填材（Ｅ）を含有することを特徴とする請求項１に記載の歯科用組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、歯科用組成物に関する。より詳しくは、本発明は、口腔内組織に適用される
歯科用コート材、歯科用接着材、歯科用根管充填材、歯科用コンポジットレジンなどに好
適な歯科用組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　コラーゲンは、生体内に存在する全タンパク質の約３０％を占める生体分子であり、皮
膚、粘膜、筋肉などの軟組織を構成する主成分である。また、コラーゲンは、骨や歯の硬
組織の石灰化を誘導するために必要な要素の一つでもあり、特に、骨や歯の象牙質または
セメント質においては、約２０～３０％の割合を占める成分である。
【０００３】
　ところで、生体内には様々な酵素が存在する。特に口腔内には、人体由来の酵素のみな
らず、雑多な口腔内微生物が産生する様々な酵素が存在している。その中でも、ＥＣ３．
４に属するペプチド結合加水分解酵素は、コラーゲンを分解する酵素である。
【０００４】
　これまでの研究で、口腔内に存在するペプチド結合加水分解酵素の一つであるマトリッ
クスメタロプロテイナーゼの働きで、象牙質内に存在するコラーゲンや他の歯質有機成分
が分解されることが明らかとなっている。その結果、歯周病や齲蝕の治療後に、２次齲蝕
の発生およびそれに伴う補綴物などの脱落の危険性が増すことが示唆されている。
【０００５】
　例えば、口腔内疾患の一つである歯周病は、口腔内に存在するＰｏｒｐｈｙｒｏｍｏｎ
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ａｓ　ｇｉｎｇｉｖａｌｉｓなどの歯周病原性菌が生産するマトリックスメタロプロテイ
ナーゼなどの酵素、他のタンパク質または生体アミンなどの化合物が、直接的または生体
の免疫系を活性化することで間接的に組織破壊をもたらし、その結果、歯周組織の軟質化
および歯槽骨の退縮などが発生する疾患である。
【０００６】
　一般的に、口腔内の軟組織は、唾液分泌や細胞サイクルなどにより細菌の定着が困難な
環境となっている。しかしながら、歯周ポケットのような歯と歯肉組織との境などは、唾
液の緩衝作用も低く、構造的にも細菌が定着しやすい環境であると言える。主として、歯
周病は、この歯周ポケットで増殖した歯周病原性菌の影響で発症する。
【０００７】
　一方、ミュータンス菌に代表される齲蝕病原性菌は、歯表面に存在する付着性タンパク
抗原により歯表面に付着し、スクロース（ショ糖）により不溶性グルカンを生成する。こ
の不溶性グルカンは、プラーク中で生産された乳酸などの有機酸の拡散を防ぐとともに、
唾液の緩衝作用を回避するため、プラーク内部があるｐＨ以下になると歯質が脱灰され齲
蝕となる。
【０００８】
　また、象牙質齲蝕の場合、齲蝕部位を除去した後、象牙質内に存在するコラーゲン繊維
と歯科材料に含まれる樹脂とにより、人工エナメル質である樹脂含浸層を形成したうえで
、補綴物を接着することで生体を保護している。
【０００９】
　このため、齲蝕治療後にコラーゲン繊維が分解され、人工エナメル質が脆弱化し、生体
と補綴物との間のシーリング性が低下することで、このような隙間から細菌が再度進入し
て２次齲蝕が発生する可能性がある。
【００１０】
　特許文献１によれば、マトリックスメタロプロテイナーゼは、慢性関節リウマチ、変形
性関節症、骨粗鬆症、歯周炎、多発性硬化症、歯肉炎、角膜表皮および胃潰瘍；アテロー
ム性動脈硬化症、再狭窄および虚血性心不全に導く新内膜（ｎｅｏｉｎｔｉｍａｌ）増殖
；ならびに腫瘍転移などの、生体内の結合組織の破壊の結果起こる多くの疾患に関係があ
るとされている。そして、特許文献１には、イソフタル酸誘導体がマトリックスメタロプ
ロテイナーゼを阻害することで、これらの疾患の治療に有効であると記載されているが、
具体的にイソフタル酸誘導体の歯科用途としての使用方法は明記されていない。
【００１１】
　また、特許文献２には、クロルヘキシジン類と他の抗菌剤とを複合することで、広い抗
菌活性を有する口腔用組成物が開示されている。しかしながら、前記口腔用組成物は、有
用な酵素阻害作用は有していない。
【特許文献１】特表２００５―５０３３２７号公報
【特許文献２】特開平６―２３９７２３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明の課題は、（１）分解酵素による歯質有機成分の分解を抑制し、加えて、細菌の
繁殖を抑制することで、歯周病および齲蝕の予防効果を発揮し、且つ、（２）長期にわた
る歯芽の保存が可能な、歯科用組成物を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記のような従来技術の知見から、歯周病または齲蝕予防には、歯周組織周辺または歯
槽骨周辺のコラーゲン分解酵素を阻害し、コラーゲンの分解を抑制するとともに、歯周病
原性菌や齲蝕病原性菌の増殖を抑制することが有効であると考えられる。
【００１４】
　加えて、このようなコラーゲン分解酵素を阻害し、また細菌の増殖を抑制することは、
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齲蝕治療後の樹脂含浸層のような人工エナメル質の脆弱化を抑制することにもつながるた
め、長期にわたる歯芽の保存が可能になると考えられる。
【００１５】
　本発明者らは上記のような考えの下、上記課題を解決するため鋭意検討した。その結果
、酵素阻害剤を用いることで、分解酵素による歯質有機成分の分解を抑制でき、歯周病お
よび齲蝕予防効果を発揮するとともに、治療後に長期にわたる歯芽の保存が可能な酵素阻
害作用を有する歯科用組成物が提供されることを見出した。
【００１６】
　また、酵素阻害剤と抗菌剤とをともに用いることで、分解酵素による歯質有機成分の分
解を抑制でき、加えて、細菌の繁殖を抑制でき、さらに効果的に歯周病および齲蝕予防効
果を発揮するとともに、治療後に長期にわたる歯芽の保存が可能な酵素阻害作用および抗
菌作用を有する歯科用組成物が提供されることを見出した。
【００１７】
　すなわち、本発明は以下の［１］～［１５］に関する。
　［１］酵素阻害剤（Ａ）を含有することを特徴とする歯科用組成物。
　［２］前記酵素阻害剤（Ａ）が、ＥＣ３．４に属するペプチド結合加水分解酵素を阻害
する酵素阻害剤であることを特徴とする前記［１］に記載の歯科用組成物。
【００１８】
　［３］前記酵素阻害剤（Ａ）が、マトリックスメタロプロテイナーゼを阻害する酵素阻
害剤であることを特徴とする前記［１］～［２］の何れかに記載の歯科用組成物。
　［４］前記酵素阻害剤（Ａ）が、酸性基を有する酵素阻害剤（Ａ１）であることを特徴
とする前記［１］～［３］の何れかに記載の歯科用組成物。
【００１９】
　［５］前記酵素阻害剤（Ａ）が、下記一般式（１）で表される化合物、該化合物（１）
の塩、および該化合物（１）の酸無水物から選択される少なくとも１種の化合物であるこ
とを特徴とする前記［１］～［３］の何れかに記載の歯科用組成物。
【００２０】
【化１】

【００２１】
［式（１）中、Ｘ1、Ｘ2およびＸ3は、それぞれ独立に水素、ハロゲン、ヒドロキシ、カ
ルボキシ、シアノ、ニトロ、トリフルオロメチル、（メタ）アクリレート基を有してもよ
いＣ1～Ｃ6アルキル、（メタ）アクリレート基を有してもよいＣ1～Ｃ6アルコキシ、（メ
タ）アクリレート基を有してもよいＣ2～Ｃ6アルケニル、（メタ）アクリレート基を有し
てもよいＣ2～Ｃ6アルキニル、またはＮＸ4Ｘ5

〔Ｘ4およびＸ5は、それぞれ独立に水素、（メタ）アクリレート基を有してもよいＣ1～
Ｃ6アルキル、（メタ）アクリレート基を有してもよいＣ2～Ｃ6アルケニル、（メタ）ア
クリレート基を有してもよいＣ2～Ｃ6アルキニル、（メタ）アクリレート基を有してもよ
いＣ6アリール、（メタ）アクリレート基を有してもよいＣ3～Ｃ6シクロアルキル、（メ
タ）アクリレート基を有してもよい３～８員のヘテロアリールである。また、Ｘ4とＸ5と
が結合して、Ｏ、ＳおよびＮから選択される少なくとも１種のヘテロ原子を環原子として
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有する３～８員のヘテロ環を形成してもよい。〕であり；
　Ｅ1およびＥ2は、それぞれ独立にＯまたはＳであり；
　ＡおよびＢは、それぞれ独立にＯＸ4（ここで、Ｘ4は前記Ｘ4と同義である。）または
ＮＸ4Ｘ5（ここで、Ｘ4およびＸ5はそれぞれ前記Ｘ4およびＸ5と同義である。）である。
］
　［６］前記酵素阻害剤（Ａ）が、イソフタル酸誘導体、該イソフタル酸誘導体の塩、お
よび該イソフタル酸誘導体の酸無水物から選択される少なくとも１種の化合物であること
を特徴とする前記［１］～［３］の何れかに記載の歯科用組成物。
【００２２】
　［７］さらに、抗菌剤（Ｂ）を含有することを特徴とする前記［１］～［６］の何れか
に記載の歯科用組成物。
　［８］前記抗菌剤（Ｂ）の少なくとも一部が、フェノール係数０．００１～３００の消
毒薬および化学療法薬から選択される少なくとも１種の抗菌剤であることを特徴とする前
記［７］に記載の歯科用組成物。
【００２３】
　［９］前記抗菌剤（Ｂ）が、クロルへキシジン類およびその塩から選択される少なくと
も１種の抗菌剤であることを特徴とする前記［７］に記載の歯科用組成物。
　［１０］さらに、重合性単量体（Ｃ）および重合開始剤（Ｄ）を含有することを特徴と
する前記［１］～［９］の何れかに記載の歯科用組成物。
【００２４】
　［１１］さらに、充填材（Ｅ）を含有することを特徴とする前記［１０］に記載の歯科
用組成物。
　［１２］口腔内粘膜、歯周組織、歯槽骨および歯牙から選択される口腔内組織に適用さ
れる歯科用コート剤に用いられることを特徴とする前記［１］～［１１］の何れかに記載
の歯科用組成物。
【００２５】
　［１３］歯科用接着材に用いられることを特徴とする前記［１］～［１１］の何れかに
記載の歯科用組成物。
　［１４］歯科用根管充填材に用いられることを特徴とする前記［１］～［１１］の何れ
かに記載の歯科用組成物。
【００２６】
　［１５］歯科用コンポジットレジンに用いられることを特徴とする前記［１］～［１１
］の何れかに記載の歯科用組成物。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明に係る酵素阻害剤を含有する歯科用組成物を用いることで、マトリックスメタロ
プロテイナーゼなどのペプチド結合加水分解酵素を阻害することができ、歯周病や治療後
の２次齲蝕を予防し、長期にわたる歯芽の保存が可能となる。
【００２８】
　また、本発明に係る酵素阻害剤と抗菌剤とをともに含有する歯科用組成物を用いること
で、マトリックスメタロプロテイナーゼなどのペプチド結合加水分解酵素を阻害し、さら
には、細菌の繁殖を抑制することができ、さらに効果的に歯周病や治療後の２次齲蝕を予
防し、長期にわたる歯芽の保存が可能となる。
【００２９】
　特に、酵素阻害剤として酸性基を有する酵素阻害剤（例えば、イソフタル酸誘導体）、
および歯周病原性菌や齲蝕病原性菌の増殖を抑制する抗菌剤としてクロルヘキシジン類を
用いることで、一層効果的に歯周病や治療後の２次齲蝕を予防し、長期にわたる歯芽の保
存が可能となる。
【００３０】
　すなわち、本発明によれば、（１）分解酵素による歯質有機成分の分解を抑制し、加え
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て、細菌の繁殖を抑制することで、歯周病および齲蝕の予防効果を発揮し、且つ、（２）
長期にわたる歯芽の保存が可能な、歯科用組成物が提供される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３１】
　以下、本発明に係る酵素阻害作用を有する歯科用組成物、および酵素阻害作用と抗菌作
用とを有する歯科用組成物について説明する。なお、本発明において「（メタ）アクリル
酸」とは、アクリル酸およびメタアクリル酸を包含した上位概念を意味し、「（メタ）ア
クリレート」などについても同様である。
【００３２】
　本発明に係る歯科用組成物は、必須成分として酵素阻害剤（Ａ）を含有し（これにより
酵素阻害作用が奏される。）、好ましくは抗菌剤（Ｂ）を含有する（これにより、酵素阻
害作用とともに抗菌作用が奏される。）。
【００３３】
　また、本発明に係る歯科用組成物は、さらに重合性単量体（Ｃ）および重合開始剤（Ｄ
）を含有することが好ましく、さらに充填材（Ｅ）を含有していてもよい。
　＜酵素阻害剤（Ａ）＞
　酵素阻害剤（Ａ）としては、歯科用途として使用可能な酵素阻害作用を有する化合物で
あれば特に限定されず、例えば、ＥＣ３．４に属する酵素、すなわち、一般的にペプチド
結合加水分解酵素を阻害する酵素阻害剤が好ましく用いられる。前記ペプチド結合加水分
解酵素を阻害する酵素阻害剤としては、例えば、マトリックスメタロプロテイナーゼを阻
害する酵素阻害剤が挙げられる。
【００３４】
　より具体的には、酵素阻害剤（Ａ）として、酸性基を有する酵素阻害剤（Ａ１）を用い
ることが好ましい。前記酸性基としては、例えば、カルボキシル基、スルホ基、リン酸基
、チオリン酸基が挙げられる。酸性基を有する酵素阻害剤（Ａ１）の具体例としては、エ
チレンジアミン四酢酸、グリコールエーテルジアミン四酢酸、Ｔａｎｏｍａｓｔａｔ、Ｒ
ｅｂｉｍａｓｔａｔが挙げられる。
【００３５】
　また、酵素阻害剤（Ａ）として、下記一般式（１）で表される化合物（以下、「化合物
（１）」ともいう。）、該化合物（１）の塩、および該化合物（１）の酸無水物を用いる
こともまた好ましい。ここで、化合物（１）の塩とは、化合物（１）にカルボキシ、アミ
ノなどが含まれる場合において、その金属塩をいう。また、化合物（１）の酸無水物とは
、化合物（１）にカルボキシが含まれる場合において、その分子間または分子内で脱水し
た酸無水物をいう。
【００３６】
　これらの中では、酵素阻害剤（Ａ）として、化合物（１）、該化合物（１）の塩、およ
び該化合物（１）の酸無水物から選択される少なくとも１種の化合物を用いることが好ま
しい。
【００３７】
【化２】
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【００３８】
式（１）中、Ｘ1、Ｘ2およびＸ3は、それぞれ独立に水素、ハロゲン、ヒドロキシ、カル
ボキシ、シアノ、ニトロ、トリフルオロメチル、（メタ）アクリレート基（－ＯＣＯＣＲ
＝ＣＨ2；Ｒは水素またはメチルである。）を有してもよいＣ1～Ｃ6アルキル、（メタ）
アクリレート基を有してもよいＣ1～Ｃ6アルコキシ、（メタ）アクリレート基を有しても
よいＣ2～Ｃ6アルケニル、（メタ）アクリレート基を有してもよいＣ2～Ｃ6アルキニル、
またはＮＸ4Ｘ5

〔Ｘ4およびＸ5は、それぞれ独立に水素、（メタ）アクリレート基を有してもよいＣ1～
Ｃ6アルキル、（メタ）アクリレート基を有してもよいＣ2～Ｃ6アルケニル、（メタ）ア
クリレート基を有してもよいＣ2～Ｃ6アルキニル、（メタ）アクリレート基を有してもよ
いＣ6アリール、（メタ）アクリレート基を有してもよいＣ3～Ｃ6シクロアルキル、（メ
タ）アクリレート基を有してもよい３～８員のヘテロアリールである。また、Ｘ4とＸ5と
が結合して、Ｏ、ＳおよびＮから選択される少なくとも１種のヘテロ原子を環原子として
有する３～８員のヘテロ環を形成してもよい。〕であり；
　Ｅ1およびＥ2は、それぞれ独立にＯまたはＳであり；
　ＡおよびＢは、それぞれ独立にＯＸ4（ここで、Ｘ4は前記Ｘ4と同義である。）または
ＮＸ4Ｘ5（ここで、Ｘ4およびＸ5はそれぞれ前記Ｘ4およびＸ5と同義である。）である。
【００３９】
　ただし、上記一般式（１）において、Ｘ1、Ｘ2、Ｘ3、－ＣＥ1Ａ、－ＣＥ2Ｂのうち、
少なくとも１つはカルボキシであることが好ましく、２つがカルボキシであることがより
好ましい。ここで、Ｘ1および－ＣＥ1Ａがカルボキシであるか、Ｘ3および－ＣＥ2Ｂがカ
ルボキシであることが好ましく、この場合にはこれらで酸無水物基（すなわち、化合物（
１）の酸無水物。）を形成していてもよい。
【００４０】
　上記ハロゲンとしては、フルオロ、クロロ、ブロモ、ヨードが挙げられる。
　上記Ｃ1～Ｃ6アルキルは、炭素数１～６の直鎖状または分岐状のアルキルであることが
好ましく、例えば、メチル、エチル、イソプロピル、ｔｅｒｔ－ブチル、ネオペンチル、
ｎ－ヘキシルが挙げられる。
【００４１】
　上記Ｃ1～Ｃ6アルコキシとしては、例えば、メトキシ、エトキシ、イソプロポキシ、ブ
トキシが挙げられる。また、上記Ｃ1～Ｃ6アルコキシは、－Ｏ－（ＣＨ2）2－Ｏ－ＣＨ3

などのポリエーテルであってもよい。
【００４２】
　上記Ｃ2～Ｃ6アルケニルは、炭素数２～６の直鎖状または分岐状のアルケニルであるこ
とが好ましく、例えば、エテニル、３－ブテン－１－イル、２－エテニルブチル、３－ヘ
キセン－１－イルが挙げられる。
【００４３】
　上記Ｃ2～Ｃ6アルキニルは、炭素数２～６の直鎖状または分岐状のアルキニルであるこ
とが好ましく、例えば、エチニル、３－ブチン－１－イル、プロピニル、２－ブチン－１
－イル、３－ペンチン－１－イルが挙げられる。
【００４４】
　上記Ｃ6アリールとしては、例えば、フェニル、トリルが挙げられる。
　上記Ｃ3～Ｃ6シクロアルキルは、炭素数３～６のシクロアルキルであり、例えば、シク
ロプロピル、シクロブチル、シクロペンチル、シクロヘキシルが挙げられる。
【００４５】
　上記３～８員のヘテロアリールは、３～８個の環原子を有し、これらの少なくとも一部
がヘテロ原子であるヘテロアリールである。好ましいヘテロアリールは、Ｏ、ＳおよびＮ
から選択される少なくとも１種のヘテロ原子を環原子として１～４個有し、より好ましい
ヘテロアリールは、５または６員の芳香環中に、１または２個の前記ヘテロ原子を環原子
として有する。
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【００４６】
　上記３～８員のヘテロアリールの具体例としては、ピリジル、ベンゾチエニル、フラニ
ル、ピロール、ピラゾール、イミダゾール、チアゾールが挙げられる。
　また、上記Ｃ1～Ｃ6アルキル、Ｃ1～Ｃ6アルコキシ、Ｃ2～Ｃ6アルケニル、Ｃ2～Ｃ6ア
ルキニル、Ｃ6アリール、Ｃ3～Ｃ6シクロアルキル、３～８員のヘテロアリールは、これ
らに含まれる少なくとも１つ、好ましくは１つの水素が（メタ）アクリレート基に置換さ
れていてもよい（すなわち、（メタ）アクリレート基を有してもよい）。特に、直鎖状の
Ｃ1～Ｃ6アルキル、Ｃ1～Ｃ6アルコキシ、Ｃ2～Ｃ6アルケニル、Ｃ2～Ｃ6アルキニルであ
る場合には、これらに含まれる末端炭素に結合した水素が（メタ）アクリレート基に置換
されていることが好ましい。なお、（メタ）アクリレート基が有する炭素は、上記Ｃ1～
Ｃ6アルキルなどの炭素数には含めないものとする。
【００４７】
　上記ＮＸ4Ｘ5の具体例としては、アミノ、メチルアミノ、ジイソプロピルアミノ、３－
アミノプロピルアミノ、３－エチルアミノブチルアミノ、３－ジ－ｎ－プロピルアミノ－
プロピルアミノ、４－ジエチルアミノブチルアミノが挙げられる。
【００４８】
　また、Ｘ4とＸ5とは、それらが結合している窒素と一緒になって、Ｏ、ＳおよびＮから
選択される少なくとも１種のヘテロ原子を環原子として有する３～８員のヘテロ環を形成
してもよい。前記３～８員のへテロ環は、好ましくは１つの窒素と１～７個の炭素と残部
がＯ、ＳおよびＮから選択される少なくとも１種のヘテロ原子とからなる。
【００４９】
　上記３～８員のへテロ環としては、例えば、ピロリジニル、ピペラジニル、ピペリジニ
ル、モルホリニルが挙げられる。
　化合物（１）の中では、下記一般式（２）で表されるイソフタル酸誘導体（以下、「イ
ソフタル酸誘導体（２）」ともいう。）、該イソフタル酸誘導体（２）の塩、および該イ
ソフタル酸誘導体（２）の酸無水物から選択される少なくとも１種の化合物を用いること
が好ましい。ここで、化合物（２）の塩とは、化合物（２）にカルボキシが含まれる場合
において、その金属塩をいう。また、化合物（２）の酸無水物とは、化合物（２）にカル
ボキシが含まれる場合において、その分子間または分子内で脱水した酸無水物をいう。
【００５０】
【化３】

【００５１】
式（２）中、Ｘ6、Ｘ7およびＸ8は、それぞれ独立に水素、ハロゲン、ヒドロキシまたは
カルボキシであり；Ｘ9およびＸ10は、それぞれ独立に水素または（メタ）アクリレート
基を有してもよいＣ1～Ｃ6アルキルである。
【００５２】
　ただし、上記一般式（２）において、Ｘ6、Ｘ7、Ｘ8、－ＣＯＯＸ9、－ＣＯＯＸ10のう
ち、少なくとも１つはカルボキシであることが好ましく、２つがカルボキシであることが
より好ましい。ここで、Ｘ7および－ＣＯＯＸ9がカルボキシであるか、Ｘ8および－ＣＯ
ＯＸ10がカルボキシであることが好ましく、この場合にはこれらで酸無水物基（すなわち
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、化合物（２）の酸無水物。）を形成していてもよい。
【００５３】
　式（２）において、上記Ｃ1～Ｃ6アルキルは、炭素数１～６の直鎖状または分岐状のア
ルキルであることが好ましく、例えば、メチル、エチル、イソプロピル、ｔｅｒｔ－ブチ
ル、ネオペンチル、ｎ－ヘキシルが挙げられる。特に、直鎖状のＣ1～Ｃ6アルキルである
場合には、これに含まれる末端炭素に結合した水素が（メタ）アクリレート基に置換され
ていることが好ましい。
【００５４】
　特に、酵素阻害剤（Ａ）としては、下記一般式（３）で表される化合物（以下、「化合
物（３）」ともいう。）が好ましい。
【００５５】
【化４】

【００５６】
式（３）中、Ｘ11、Ｘ12およびＸ13は、それぞれ独立に水素、ハロゲン、ヒドロキシまた
はカルボキシであり；Ｘ14は、水素または（メタ）アクリレート基を有してもよいＣ1～
Ｃ6アルキルであり；Ｘ11、Ｘ12、Ｘ13および－ＣＯＯＸ14の隣接している置換基同士（
例えばＸ12と－ＣＯＯＸ14との部分）がカルボキシの場合は、これらで酸無水物基を形成
していてもよく；Ｘ15はＣ1～Ｃ6アルキレンであり；Ｒは水素またはメチルである。ここ
で、前記Ｃ1～Ｃ6アルキレンは、直鎖状または分岐状のアルキレンであることが好ましい
。
【００５７】
　また、酸性基を有する酵素阻害剤（Ａ１）以外の酵素阻害剤（Ａ）としては、例えば、
Ｂａｔｉｍａｓｔａｔ、Ｍａｒｉｍａｓｔａｔなどのサクシニルヒドロキサム酸類；ＭＭ
Ｉ２７０などのスルフォンアミドヒドロキサム酸類；Ｄｏｘｙｃｙｃｌｉｎなどのテトラ
サイクリン系の天然化合物；ＴＩＭＰ（ｔｉｓｓｕｅ　ｉｎｈｉｂｉｔｏｒ　ｏｆ　ｍｅ
ｔａｌｌｏｐｒｏｔｅｉｎａｓｅｓ）－１、ＴＩＭＰ－２、ＴＩＭＰ－３、ＴＩＭＰ－４
などのタンパク質類が挙げられる。
【００５８】
　酵素阻害剤（Ａ）は１種単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
　＜抗菌剤（Ｂ）＞
　抗菌剤（Ｂ）としては、歯科用途として使用可能な抗菌作用を有する化合物であれば特
に限定されず、例えば、既知の消毒薬および化学療法薬などの、口腔内細菌に対して抗菌
作用を有する抗菌剤が挙げられる。
【００５９】
　上記抗菌剤としては、グルコン酸クロルヘキシジン、塩酸クロルヘキシジンなどのクロ
ルへキシジン類およびそれらの塩などが好ましく用いられる。
　また、上記抗菌剤としては、フェノール係数０．００１～３００の消毒薬、化学療法薬
もまた好ましく用いられる。すなわち、抗菌剤（Ｂ）の少なくとも一部に、これらのフェ
ノール係数０．００１～３００の消毒薬および化学療法薬から選択される少なくとも１種
の抗菌剤を用いることもまた好ましい。
【００６０】
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　これらの抗菌剤（Ｂ）は１種単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
　≪フェノール係数０．００１～３００の消毒薬≫
　フェノール係数０．００１～３００の消毒薬としては、例えば、水銀、銀、銅、金、コ
バルト、鉛、鉄、アルミニウム、亜鉛などの金属状態における比重が５．０以上の重金属
、該重金属を有する化合物、該重金属を有する化合物の塩；
　過酸化水素（オキシドール）、過マンガン酸カリウムなどの酸化剤およびそれらの塩；
塩素、次亜塩素酸ナトリウム、クロルヘキシジン、クロラミンなどの塩素化合物およびそ
れらの塩；ヨウ素、ヨードグリセリン、ヨードホルム、ポビドンヨードなどのヨウ素化合
物およびそれらの塩；
　メチルアルコール、エチルアルコール、アリルアルコール、ｎ－プロピルアルコール、
イソプロピルアルコール、ｎ－ブチルアルコール、イソブチルアルコール、ｓｅｃ－ブチ
ルアルコール、ｔｅｒｔ－ブチルアルコール、ｎ－ペンチルアルコール、シクロペンタノ
ール、ｎ－ヘキシルアルコール、シクロヘキサアルコール、ｎ－ヘプチルアルコール、ｎ
－オクチルアルコール、ｎ－ノニルアルコール、ｎ－デシルアルコール、ベンジルアルコ
ール、α－フェニルエチルアルコール、β－フェニルエチルアルコール、エチレングリコ
ール、プロピレングリコール、グリセロールなどの第一級アルコール、第二級アルコール
および第三級アルコールなどのアルコール類；
　ホルムアルデヒド、パラホルムアルデヒド、グルタールアルデヒドなどのアルデヒド類
；フェノール、クレゾール、チモール、グアヤコール、イルガサンＤＰ３００などのフェ
ノールおよびフェノール誘導体；ユージノール、メントール、カンフルなどの植物性揮発
油類；
　親水基がカルボン酸、硫酸エステル、スルホン酸塩、リン酸エステル塩、第一級アミン
塩、第二級アミン塩、第三級アミン塩、第四級アンモニウム塩、アミノ酸、ベタイン、ポ
リエチレングリコール、多価アルコールなどの陰イオン型、陽イオン型、両性イオン型お
よび非イオン型の界面活性剤（例えば、塩化ベンゼトニウム、ヘキサデシルピリジニウム
およびその塩（例えば、ヘキサデシルピリジニウムクロリド）など）；
アクリノール、塩化メチルロザニリンなどの有機色素類；
　電解酸性水、オゾン水などの消毒作用のある水、が挙げられる。
【００６１】
　これらの中では、塩化ベンゼトニウム、ヘキサデシルピリジニウムおよびその塩（例え
ば、ヘキサデシルピリジニウムクロリド）が好ましい。また、これらの消毒薬は１種単独
で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【００６２】
　≪化学療法薬≫
　化学療法薬としては、例えば、ベンジルペニシリン、フェノキシメチルペニシリン、メ
チシリン、オキサシリン、フェネチシリン、プロピシリン、クロキサシリン、ジクロキサ
シリン、フルクロサシリン、アンピシリン、アモキシリン、シクラシリン、バカンピシリ
ン、タランピシリン、レナンピシリン、スルベニシリン、カルベニシリン、チカルシリン
、カルフェシリン、メズロシリン、ペピラシリン、アスポキシリンなどのペニシリン系化
学療法薬；
　セファロチン、セファピリン、セファロリジン、セファゾリン、セフテゾール、セファ
セトリル、セファレキシン、セファグリシン、セフラジン、セファトリジン、セフロキサ
ジン、セファクロール、セファチアム、セフォキシチン、セフメタゾール、セフロキシム
、セファマンドール、アキセチル、ヘキシチル、セフォタキシム、セフチゾキシム、セフ
メノキシム、セフトリアクソン、セフタジジム、セフォペラゾン、セフブペラゾン、ラタ
モキセフ、セフミノックス、セフピミゾール、セフピラミド、セフゾナム、フロモキセフ
、セフォジジム、セフィキシム、セフチブテン、セフジニール、セフプロジル、セフテラ
ム・ピボシキル、セフポドキシム・プロキセチル、セフェタメット・ピボキシル、セフジ
トレン・ピボキシル、セフカペン・ピボキシル、セフピローム、セフィピーム、セフォゾ
プラン、セフォセリス、セフルプレナムなどのセファム系化学療法薬；
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　カルバペネム、モノバクタムなどの他のβ－ラクタム系化学療法薬；
　ホスホマイシン、バシトラシン、バンコマイシンなどの他の細胞壁合成阻害薬；
　ストレプトマイシン、カナマイシン、ベカナマイシン、ジベカシン、ゲンタマイシン、
トブラマイシン、シソミシン、ネチルマイシン、ミクロマイシン、アミカシン、アルベカ
シン、フラジオマイシン、パロモマイシン、リボスタマイシン、アストロマイシンなどの
アミノグルコシド系化学療法薬；
　エリスロマイシン、オレアンドマイシン、ロキシスロマイシン、クラリスロマイシン、
アジスロマイシン、キタサマイシン、アセチルスピラマイシン、ミデカマイシン、ジョサ
マイシン、ロキタマイシンなどのマクロライド系化学療法薬；
　リンコマイシン、クリンダマイシンなどのリンコサミド系化学療法薬；
　テトラサイクリン、クロルテトラサイクリン、オキシテトラサイクリン、デメチルクロ
ルテトラサイクリン、メタサイクリン、ドキシサイクリン、ミノサイクリンなどのテトラ
サイクリン系化学療法薬；
　チアンフェニコールなどのクロラムフェニコール系化学療法薬；
　ナリジクス酸、ピロミド酸、ピペミド酸、エノキサシン、トスフロキサシン、ノルフロ
キサシン、オフロキサシン、シプロフロキサシン、ロメフロキサシン、スパルフロキサシ
ン、フレロキサシン、パズフロキサシン、バロフロキサシン、シノキサシンなどのキノロ
ン系化学療法薬；
　リファンピシンなどのアンサマイシン系化学療法薬；パラアミノ安息香酸、スルファニ
ルアミドなどのスルホンアミド系化学療法薬；スルファメトキサゾール・トリメトプリン
などのＳＴ合剤；イソニアジド、エチオナミド、エタンブトール、パラアミノサリチル酸
などの抗結核薬；コリスチン、ポリミキシンＢなどの細胞膜傷害薬；アムホテリシンＢ、
ナイスタチンなどのポリエン系抗真菌薬；グリセオフルビンなどのグリサン系抗真菌薬；
フルシトシンなどのフロロピリミジン系抗真菌薬；クロトリマゾール、ミコナゾール、ケ
トコナゾール、ビフォナゾールなどのイミダゾール系抗真菌薬；フルコナゾール、イトラ
コナゾールなどのトリアゾール系抗真菌薬；メトロニダゾール、ピリメサミンなどの抗原
虫薬；
　アシクロビル、ガンシクロビル、ハロゲン化ピリジン、アデニンアラビノシド、シトシ
ンアラビノシド、アマンタジン、リマンタジン、ジブドジン、ザルシタビン、ジタノジン
、ネビラピン、デラビリジン、サキナビル、インジナビル、リトナビル、ネルフィナビル
などの抗ウイルス薬、が挙げられる。
【００６３】
　これらの化学療法薬は１種単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
　＜重合性単量体（Ｃ）＞
　重合性単量体（Ｃ）としては、ラジカル重合開始剤により重合する単量体であれば特に
限定されず、例えば、単官能重合性単量体、二官能重合性単量体、三官能以上の多官能重
合性単量体が挙げられ、好ましくは単官能（メタ）アクリル酸エステル、二官能（メタ）
アクリル酸エステル、三官能以上の多官能（メタ）アクリル酸エステルが挙げられ、使用
目的などに応じて適宜選択される。
【００６４】
　重合性単量体（Ｃ）は１種単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
　≪単官能（メタ）アクリル酸エステル≫
　単官能（メタ）アクリル酸エステルとしては、例えば、メチル（メタ）アクリレート、
エチル（メタ）アクリレート、プロピル（メタ）アクリレート、イソプロピル（メタ）ア
クリレート、ブチル（メタ）アクリレート、ペンチル（メタ）アクリレート、イソペンチ
ル（メタ）アクリレートなどの直鎖状または分枝状のアルキル（メタ）アクリレート；
　グリシジル（メタ）アクリレート、テトラフルフリル（メタ）アクリレートなどの酸素
原子などを有する複素環（メタ）アクリレート；２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレ
ート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレートなどのヒドロキシアルキル（メタ）
アクリレート；３－クロロ－２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレートなどのハロゲ
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ン（例えば、塩素）を有するヒドロキシアルキル（メタ）アクリレート；
　エチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ジエチレングリコールモノ（メタ）ア
クリレート、トリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコー
ルモノ（メタ）アクリレート、メトキシジエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート
、メトキシテトラエチレングリコール（メタ）アクリレート、メトキシポリエチレングリ
コール（メタ）アクリレートなどのアルコキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレ
ート、が挙げられる。
【００６５】
　≪二官能（メタ）アクリル酸エステル≫
　二官能（メタ）アクリル酸エステルとしては、例えば、メチレングリコールジ（メタ）
アクリレート、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（
メタ）アクリレート、トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、プロピレングリ
コールジ（メタ）アクリレート、テトラエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポ
リエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、１，３－ブチレングリコールジ（メタ）
アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレートなどの直鎖状または分枝
状のポリまたはモノアルキレングリコールジ（メタ）アクリレート、ウレタンジ（メタ）
アクリレートが挙げられる。
【００６６】
　≪多官能（メタ）アクリル酸エステル≫
　多官能（メタ）アクリル酸エステルとしては、例えば、トリメチロールメタントリ（メ
タ）アクリレート、トリメチロールエタントリ（メタ）アクリレート、トリメチロールプ
ロパントリ（メタ）アクリレートなどのトリメチロールアルカントリ（メタ）アクリレー
トに代表される三官能（メタ）アクリル酸エステル；
　ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジトリメチロールプロパンテトラ
（メタ）アクリレートなどのポリメチロールアルカンのエテールのテトラ（メタ）アクリ
レートに代表される四官能（メタ）アクリル酸エステル；
　ジペンタエリスリトールヒドロキシペンタ（メタ）アクリレートなどのポリメチロール
アルカンのエーテルのポリ（メタ）アクリレートに代表される五官能以上の（メタ）アク
リル酸エステル、が挙げられる。
【００６７】
　また、二官能以上の（メタ）アクリル酸エステルにおいては、例えば、トリエチレング
リコールアクリレートメタクリレート、トリメチロールプロパンモノアクリレートジメタ
クリレート、ペンタエリスリトールジアクリレートジメタクリレートなどのように、メタ
クリレート基とアクリレート基とを１分子中に併せ持つ化合物も含まれる。
【００６８】
　＜重合開始剤（Ｄ）＞
　重合開始剤（Ｄ）としては、熱または光重合開始剤などの重合開始剤が用いられる。
　≪熱重合開始剤≫
　上記熱重合開始剤としては、有機過酸化物、ジアゾ系化合物が好ましく用いられる。ま
た、重合を短時間で効率よく行いたい場合には、８０℃での分解半減期が１０時間以下で
ある熱重合開始剤が好ましい。
【００６９】
　上記有機過酸化物としては、例えば、イソブチルパーオキサイド、デカノイルパーオキ
サイドなどのアルキルパーオキサイド；アセチルパーオキサイドなどの過酸化カルボン酸
無水物；ベンゾイルパーオキサイドなどの芳香族系過酸化カルボン酸無水物；
　スクシン酸パーオキサイドなどのポリカルボン酸の過酸化無水物；ジイソプロピルパー
オキシジカーボネート、ジ－２－エチルヘキシルパーオキシジカーボネート、ジアリルパ
ーオキシジカーボネートなどの直鎖状または分枝状の脂肪族系または芳香族系パーオキシ
ジカーボネート；
　ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシイソブチレート、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシネオデカネ
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ート、クメンパーオキシネオデカネートなどの直鎖状または分枝状の脂肪族系または芳香
族系過酸化エステル；アセチルシクロヘキシルスルホニルパーオキシドなどのカルボン酸
とスルホン酸との過酸化無水物、が挙げられる。
【００７０】
　上記ジアゾ系化合物としては、例えば、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル、４,
４’－アゾビス（４－シアノ吉草酸）、２，２’－アゾビス（４－メトキシ－２，４－ジ
メトキシバレロニトリル）、２，２’－アゾビス（２－シクロプロピルプロピオニトリル
）が挙げられる。
【００７１】
　これらの熱重合開始剤の中では、ベンゾイルパーオキサイド、２，２’－アゾビスイソ
ブチロニトリルが好ましい。また、レドックス開始剤として、アミンなどの還元剤を併用
することもできる。また、これらの熱重合開始剤は１種単独で用いてもよく、２種以上を
併用してもよい。
【００７２】
　≪光重合開始剤≫
　上記光重合開始剤としては、光増感剤を単独で用いてもよく、光増感剤と光重合促進剤
とを組み合わせて用いてもよい。これらの中では、光増感剤と光重合促進剤との組み合わ
せが好ましい。
【００７３】
　上記光増感剤としては、例えば、α－ジケトン化合物、カンファーキノンなどのカンフ
ァーキノン系化合物；α－ナフチルなどのナフチル系化合物；ベンジル、ｐ，ｐ’－ジメ
トキシベンジルなどのベンジル系化合物；ペンタジオンなどのβ－ジケトン化合物；
　１，４－フェナントレンキノン、ナフトキノンなどのキノン化合物；ジフェニルトリメ
チルベンゾイルフォスフィンオキシドなどのベンゾイルフォスフィンオキシド系化合物、
が挙げられる。これらの中では、カンファーキノンが好ましい。
【００７４】
　これらの光増感剤は、可視光または紫外光照射によって励起されて重合を開始する公知
の化合物類である。これらの光増感剤は１種単独で用いてもよく、２種以上を併用しても
よい。
【００７５】
　上記光重合促進剤としては、例えば、アシルホスフィンオキサイドおよびその誘導体；
Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリン、Ｎ，Ｎ－ジエチルアニリン、Ｎ，Ｎ－ジベンジルアニリンな
どのＮ，Ｎ－ジアルキル（または芳香族）アニリン；Ｎ，Ｎ－ジメチル－ｐ－トルイジン
などのＮ，Ｎ－ジアルキル（または芳香族）－ｐ－トルイジン；
　ｐ－Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ安息香酸、ｐ－Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノ安息香酸、ｐ－Ｎ
，Ｎ－ジメチルアミノ安息香酸エチル、ｐ－Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノ安息香酸エチル、ｐ
－Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ安息香酸メチル、ｐ－Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノ安息香酸メチル
などのＮ，Ｎ－ジアルキルアミノ安息香酸およびそれらのアルキルエステル；
　ｐ－Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノベンズアルデヒドなどのｐ－Ｎ，Ｎ－ジアルキルアミノベ
ンズアルデヒド；ｐ－Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ安息香酸２－ｎ－ブトキシエチル、ｐ－Ｎ
，Ｎ－ジエチルアミノ安息香酸２－ｎ－ブトキシエチルなどのｐ－Ｎ，Ｎ－ジアルキルア
ミノ安息香酸のアルコキシアルキルエステル；
　ｐ－Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノベンゾニトリル、ｐ－Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノベンゾニト
リルなどのｐ－Ｎ，Ｎ－ジアルキルアミノベンゾニトリル；ｐ－Ｎ，Ｎ－ジヒドロキシエ
チルアニリンなどのｐ－Ｎ，Ｎ－ジヒドロキシアルキルアニリン；
　ｐ－ジメチルアミノフェネチルアルコールなどのｐ－ジアルキルアミノフェネチルアル
コール；Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチルメタクリレートなどのＮ，Ｎ－ジアルキルアミノ
エチルメタクリレート；
　トリエチルアミン、トリブチルアミン、トリプロピルアミン、Ｎ－エチルエタノールア
ミンなどの第三級アミン類；該第三級アミンとクエン酸、リンゴ酸または２－ヒドロキシ
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プロパン酸との組み合わせ；
　５－ブチルアミノバルビツール酸、１－ベンジル－５－フェニルバルビツール酸などの
バルビツール酸類；ベンゾイルパーオキサイド、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルパーオキサイドな
どの有機過酸化物、が挙げられる。
【００７６】
　これらの光重合促進剤の中では、ｐ－Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ安息香酸エチル、ｐ－Ｎ
，Ｎ－ジメチルアミノ安息香酸２－ｎ－ブトキシエチル、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル
メタクリレートなどの芳香族に直接窒素原子が結合した第三級芳香族アミンのエステル化
合物、ならびに重合性基を有する脂肪族第三級アミンアシルホスフィンオキシドおよびそ
の誘導体が好ましく用いられる。また、これらの光重合促進剤は１種単独で用いてもよく
、２種以上を併用してもよい。
【００７７】
　また、本発明に係る歯科用硬化性組成物において、重合開始剤（Ｄ）として、有機過酸
化物を併用しなくても確実に重合硬化でき、さらに歯質に対する接着性を向上させるため
には、カルボニル基を有する芳香族系アミンである有機アミン化合物を使用することも好
ましい。
【００７８】
　具体的には、Ｎ－フェニルグリシン（ＮＰＧ）、Ｎ－トリルグリシン（ＮＴＧ）、Ｎ－
メチル－Ｎ－フェニルグリシン（ＮＭｅＰＧ）、Ｎ－（２－カルボキシフェニル）グリシ
ン（Ｎ２ＣＰＧ）、Ｎ－（２－ヒドロキシフェニル）グリシン（Ｎ２ＨＰＧ）、Ｎ－（４
－カルボキシフェニル）グリシン（Ｎ４ＣＰＧ）、Ｎ－（４－ヒドロキシフェニル）グリ
シン（Ｎ４ＨＰＧ）、Ｎ－（４－メトキシフェニル）グリシン（Ｎ４ＭＰＧ）、Ｎ－（メ
トキシカルボニル）－Ｎ－フェニルグリシン（ＮＭＣＮＰＧ）、Ｎ－（３－メタクリロイ
ルオキシ－２－ヒドロキシプロピル）－Ｎ－フェニルグリシン（ＮＰＧ－ＧＭＡ）などの
グリシン類およびそれらの塩が挙げられる。
【００７９】
　≪開始剤助剤≫
　また、開始剤助剤として、含硫黄還元性化合物を配合することも好ましく、具体例とし
て、有機系含硫黄化合物、無機系含硫黄化合物が挙げられる。これらの有機系および無機
系含硫黄化合物は単独で用いてもよく、組み合わせて用いてもよい。
【００８０】
　上記有機系含硫黄化合物としては、例えば、ベンゼンスルフィン酸、ｏ－トルエンスル
フィン酸、ｐ－トルエンスルフィン酸、エチルベンゼンスルフィン酸、デシルベンゼンス
ルフィン酸、ドデシルベンゼンスルフィン酸、クロルベンゼンスルフィン酸、ナフタリン
スルフィン酸などの芳香族スルフィン酸およびそれらの塩類；ベンゼンスルホン酸、ｏ－
トルエンスルホン酸、ｐ－トルエンスルホン酸、エチルベンゼンスルホン酸、デシルベン
ゼンスルホン酸、ドデシルベンゼンスルホン酸、クロルベンゼンスルホン酸、ナフタリン
スルホン酸などの芳香族スルホン酸およびそれらの塩類が挙げられる。これらの中では、
ｐ－トルエンスルフィン酸塩が好ましく用いられ、特にｐ－トルエンスルフィン酸ナトリ
ウムが好ましく用いられる。
【００８１】
　上記無機系含硫黄化合物としては、例えば、亜硫酸、重亜硫酸、メタ亜硫酸、メタ重亜
硫酸、ピロ亜硫酸、チオ硫酸、１亜２チオン酸、１，２チオン酸、次亜硫酸、ヒドロ亜硫
酸およびそれらの塩類が挙げられる。これらの中では、亜硫酸塩が好ましく用いられ、該
亜硫酸塩としては、亜硫酸ナトリウム、亜硫酸カリウム、亜硫酸水素ナトリウム、亜硫酸
水素カリウムが特に好ましく用いられる。
【００８２】
　重合性単量体（Ｃ）の硬化を速やかに終了させるには、光増感剤と光重合促進剤との組
み合わせが好ましく、カンファーキノンと、ｐ－Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ安息香酸エチル
、ｐ－Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ安息香酸２－ｎ－ブトキシエチルなどの芳香族に直接窒素
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原子が結合した第三級芳香族アミンのエステル化合物との組み合わせ、またはアシルホス
フィンオキシドとの組み合わせが特に好ましく用いられる。
【００８３】
　また、重合開始剤（Ｄ）として、カンファーキノンと、カルボニル基を有する芳香族系
アミンである有機アミン化合物と、開始剤助剤とを併用することもまた好ましい。
　＜充填材（Ｅ）＞
　本発明に係る歯科用組成物を用いて、例えば歯科用コンポジットレジンを作製する場合
には、上記成分（Ａ）～（Ｄ）の他に、さらに充填材（Ｅ）を該組成物に配合することが
好ましい。このような充填材（Ｅ）としては、無機充填材および複合充填材が好ましく、
これらをともに前記組成物に配合してもよい。
【００８４】
　≪無機充填材≫
　上記無機充填材としては公知のものが使用でき、例えば、（１）周期律第１、２、３、
４族の遷移金属および他のＸ線造影性に優れる金属；（２）これら（１）の酸化物、水酸
化物、塩化物、硫酸塩、亜硫酸塩、炭酸塩、リン酸塩、ケイ酸塩；（３）これら（２）の
混合物、複合塩、金属塩が挙げられる。
【００８５】
　具体的には、二酸化ケイ素、ストロンチウムガラス、ランタンガラス、バリウムガラス
などのガラス粉末；石英粉末、硫酸バリウム、酸化アルミニウム、酸化チタン、バリウム
塩、ガラスビーズ、ガラス繊維、フッ化バリウム、鉛塩、タルクを含有するガラスフィラ
ー、コロイダルシリカ、シリカゲル、ジルコニウム酸化物、スズ酸化物、炭素繊維、タン
グステン酸カルシウム、炭酸酸化ビスマス、モリブデン酸カルシウム、他のセラミックス
粉末が挙げられる。
【００８６】
　上記無機充填材の平均粒子径は、通常は０．０１～５μｍであり、歯科用コンポジット
レジンの硬化表面に光沢性および透明性を付与したい場合には、その平均粒子径は、好ま
しくは０．０１～３μｍ、より好ましくは０．０１～１μｍ、特に好ましくは０．０１～
０．１μｍである。
【００８７】
　上記利点（光沢性および透明性）を発揮させるには、日本アエロジル（株）製のＲ９７
２、Ｒ９７２Ｖ、Ｒ９７２ＣＦ、ＲＸ２００、ＲＹ２００、Ｒ２０２、Ｒ８０５、Ｒ９７
６、Ｒ８１２、Ｒ８１２Ｓなどの疎水性アエロジル；ＯＸ－５０などの親水性アエロジル
と呼ばれているシリカが好適である。これらの中では、Ｒ８０５、Ｒ９７２、Ｒ８１２、
Ｒ８１２Ｓが好適である。
【００８８】
　上記疎水性アエロジルは、高純度の二酸化ケイ素エアロゾルの疎水化品として市販され
ているため、敢えて表面改質する必要がない。さらに、その平均粒子径は０．０５μｍ以
下であり、可視光線の波長よりも小さい。このため、上記疎水性アエロジルを配合した硬
化物は、可視光線が乱反射し難く、透明性に優れる。
【００８９】
　また、上記無機充填材に対しては、目的に応じてシランカップリング剤などの表面処理
剤による表面処理が実施される場合がある。このような表面処理剤としては、例えば、γ
－（メタ）アクリロキシプロピルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、３－
アミノプロピルエトキシシラン、３－クロロプロピルトリメトキシシランシリルイソシア
ネ－ト、ビニルトリクロロシラン、ジメチルジクロロシラン、ジオクチルジクロロシラン
などのジアルキルジクロロシラン、ヘキサメチレンジシラザンなどのシランカップリング
剤；これらのカップリング剤に相当するジルコニウムカップリング剤、チタニウムカップ
リング剤、アルミニウムカップリング剤が挙げられる。
【００９０】
　上記表面処理剤は、無機充填剤１００重量部に対して、好ましくは０．１～３０重量部
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、より好ましくは１～１０重量部の範囲で使用される。表面処理剤の使用量が前記数値範
囲の下限値を下回ると無機充填材と液体成分とのなじみが悪くなり、一方、上限値を上回
ると未反応の表面処理剤が溶出する可能性が高くなることがある。
【００９１】
　≪複合充填材≫
　上記複合充填材とは、上記無機充填材と重合性単量体とを混合した後、加熱や重合開始
剤により該重合性単量体を重合させた硬化物を、所望の粒子径になるまで粉砕した粉砕物
のことをいう。また、上記複合充填材には、酵素阻害剤（Ａ）（例えば、イソフタル酸誘
導体）や抗菌剤（Ｂ）（例えば、クロルヘキシジン類）が含有されていてもよい（但し、
これらは酵素阻害剤（Ａ）または抗菌剤（Ｂ）の含有量として計算する。）。
【００９２】
　充填剤（Ｅ）は１種単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。また、充填材（
Ｅ）の形状としては、球状体であっても不定形体であってもよく、粒子径とともに適宜選
択される。
【００９３】
　＜他の成分（Ｆ）＞
　本発明に係る歯科用組成物には、本発明の目的を損なわない範囲で、重合禁止剤；非水
溶性有機溶媒などの非水溶性有機化合物；チタンホワイト、チタンイエロ－などの顔料；
紫外線吸収剤；染料；酸化防止剤などの他の成分（Ｆ）を配合してもよい。これらの他の
成分（Ｆ）は、それぞれの適量にて配合される。
【００９４】
　上記重合禁止剤としては、例えば、ハイドロキノン、ジブチルハイドロキノンなどのハ
イドロキノン化合物類；ハイドロキノンモノメチルエーテル、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブ
チルフェノール、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－ｐ－クレゾールなどのフェノール類が
挙げられる。これらの重合禁止剤は、歯科用組成物の保存安定性を向上させるために配合
されることが好ましく、特に、ハイドロキノンモノメチルエーテルと２，６－ジ－ｔｅｒ
ｔ－ブチル－ｐ－クレゾールとの組み合わせが好ましく用いられる。
【００９５】
　＜水系媒体（Ｇ）＞
　本発明に係る歯科用組成物には、水系溶媒（Ｇ）（ただし、抗菌作用を有するものを除
く。）を配合してもよい。ここで使用される水系媒体（Ｇ）としては、水（ただし、消毒
作用のある水を除く。）単独、水と混合し得る有機溶媒、または水と該有機溶媒とを混合
した溶媒である。
【００９６】
　上記水としては、例えば、蒸留水（精製水）、イオン交換水が挙げられる。また、水系
溶媒として生理食塩水を用いることもできる。これらの中では、蒸留水、イオン交換水が
好ましく用いられる。
【００９７】
　上記水と混合し得る有機溶媒とは、好ましくは水１００重量部に５重量部以上の量で溶
解し得る有機溶媒であり、例えば、メタノール、エタノール、プロパノールなどのアルコ
ール類；アセトン、メチルエチルケトンなどのケトン類；テトラヒドロフランなどのエー
テル類；Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミドなどのアミド類が挙げられる。歯髄への為害性や
刺激性を考慮して、これらの有機溶媒の中では、エタノールやアセトンを用いることが特
に好ましい。
【００９８】
　水系溶媒（Ｇ）は１種単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
　＜歯科用組成物の調製＞
　本発明に係る歯科用組成物は、必須成分として酵素阻害剤（Ａ）を含有し、さらに抗菌
剤（Ｂ）を含有することが好ましい。本発明に係る歯科用組成物において、酵素阻害剤（
Ａ）の含有量は、歯科用組成物の合計１００重量％に対して、好ましくは０．０１～５０
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重量％、より好ましくは０．０１～３０重量％である。また、抗菌剤（Ｂ）の含有量は歯
科用組成物の合計１００重量％に対して、好ましくは０．０１～５０重量％、より好まし
くは０．０１～３０重量％である。
【００９９】
　また、さらに重合性単量体（Ｃ）および重合開始剤（Ｄ）を含有することが好ましく、
このような歯科用組成物は、上記の成分を適宜の割合で混合して調製される。例えば、酵
素阻害剤（Ａ）、抗菌剤（Ｂ）、重合性単量体（Ｃ）および重合開始剤（Ｄ）を含有する
歯科用組成物において、これら各成分は下記範囲の含有量となるように配合される。
【０１００】
　なお、酵素阻害剤（Ａ）には、重合性を有しない酵素阻害剤（Ａｏ）や重合性を有する
酵素阻害剤も含まれ得る。一方、重合性単量体（Ｃ）にも、酵素阻害作用を有しない重合
性単量体（Ｃｏ）や酵素阻害作用を有する重合性単量体も含まれうる。すなわち、これら
酵素阻害作用および重合性を有する成分（ＡＣ）は、酵素阻害剤（Ａ）および重合性単量
体（Ｃ）の何れにも属するものとなる。また、重合性を有する重合開始剤（Ｄ）は、重合
性単量体（Ｃ）には属さず、重合開始剤（Ｄ）に属するものとする。
【０１０１】
　本発明に係る歯科用組成物において、酵素阻害剤（Ａ）の含有量（成分（Ａｏ）＋（Ａ
Ｃ））は、成分（Ａｏ）、（Ｂ）、（Ｃｏ）、（ＡＣ）および（Ｄ）の合計１００重量％
に対して、好ましくは０．０１～７０重量％、より好ましくは０．０２５～７０重量％、
さらに好ましくは０．２５～５０重量％である。酵素阻害剤（Ａ）の含有量（成分（Ａｏ
）＋（ＡＣ））が前記数値範囲の下限値を下回ると歯周病および齲蝕の予防効果や歯芽の
保存効果が発揮され難くなり、一方、前記値を上回ると酵素阻害活性が過剰となり刺激性
が大きくなることがある。
【０１０２】
　また、成分（Ａｏ）の含有量は、成分（Ａｏ）、（Ｂ）、（Ｃｏ）、（ＡＣ）および（
Ｄ）の合計１００重量％に対して、好ましくは５０重量％以下、より好ましくは３０重量
％以下、さらに好ましくは１０重量％以下であり、その下限値は、好ましくは０．００１
重量％、より好ましくは０．０１重量％である。成分（Ａｏ）の含有量が前記数値範囲の
上限値を上回ると重合不足による硬化不良を招く可能性が高くなり、また、非重合成分の
溶出量が増加することがある。
【０１０３】
　本発明に係る歯科用組成物において、抗菌剤（Ｂ）の含有量は、成分（Ａｏ）、（Ｂ）
、（Ｃｏ）、（ＡＣ）および（Ｄ）の合計１００重量％に対して、好ましくは０．０１～
５０重量％、より好ましくは０．０１～３０重量％である。抗菌剤（Ｂ）の含有量が前記
数値範囲の下限値を下回ると歯周病および齲蝕の予防効果や歯芽の保存効果が発揮され難
くなり、一方、上限値を上回ると重合不足による硬化不良を招く可能性が高くなり、また
、非重合成分の溶出量が増加することがある。
【０１０４】
　本発明に係る歯科用組成物において、重合性単量体（Ｃ）の含有量（成分（Ｃｏ）＋（
ＡＣ））は、成分（Ａｏ）、（Ｂ）、（Ｃｏ）、（ＡＣ）および（Ｄ）の合計１００重量
％に対して、好ましくは２０～９９重量％、より好ましくは５０～９９．９９重量％であ
る。重合性単量体（Ｃ）の含有量が前記数値範囲の下限値を下回ると重合不足による硬化
不良を招く可能性が高くなり、一方、上限値を上回ると歯周病の予防効果や歯芽の保存効
果が発揮され難くなることがある。
【０１０５】
　また、重量比（Ｃｏ）／（ＡＣ）は、好ましくは１０／９０～９９．９／０．１、より
好ましくは３０／７０～９９．９／０．１、さらに好ましくは５０／５０～９９．９／０
．１である。重量比（Ｃｏ）／（ＡＣ）が前記数値範囲の下限値を下回ると液体成分の酸
性度が強くなり刺激性が高くなる可能性があり、一方、上限値を上回ると歯周病および齲
蝕の予防効果や歯芽の保存効果が発揮され難くなることがある。
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【０１０６】
　本発明に係る歯科用組成物において、重合開始剤（Ｄ）の含有量は、成分（Ａｏ）、（
Ｂ）、（Ｃｏ）、（ＡＣ）および（Ｄ）の合計１００重量％に対して、好ましくは０．０
１～２０重量％、より好ましくは０．１～５重量％である。重合開始剤（Ｄ）の含有量が
前記数値範囲の下限値を下回ると重合不足による硬化不良を招く可能性が高くなり、一方
、上限値を上回ると重合速度の上昇により操作時間が短縮し使用し難くなることがある。
【０１０７】
　また、本発明において、任意成分である充填材（Ｅ）、他の成分（Ｆ）および水系溶媒
（Ｇ）は、下記範囲の含有量となるように配合されることが好ましい。
　本発明に係る歯科用組成物において、充填材（Ｅ）の含有量は、該組成物全体１００重
量％に対して、好ましくは０～９０重量％である。充填剤（Ｅ）の含有量が前記数値範囲
の上限値を上回ると、粘度上昇により歯科用組成物の使用が難くなることがある。
【０１０８】
　本発明に係る歯科用組成物において、他の成分（Ｆ）の含有量の合計は、成分（Ａｏ）
、（Ｂ）、（Ｃｏ）、（ＡＣ）および（Ｄ）の合計１００重量部に対して、好ましくは５
０重量部以下、より好ましくは１０重量部以下、さらに好ましくは５重量部以下である。
他の成分（Ｆ）の含有量の合計が前記数値範囲を超えると、本発明の本来の性能を充分に
発揮することが困難となることがある。
【０１０９】
　本発明に係る歯科用組成物において、水系溶媒（Ｇ）の含有量は、組成物全体１００重
量部に対して、好ましくは０～９０重量部である。水系溶媒（Ｇ）の含有量が前記数値範
囲の上限値を上回ると、重合不足による硬化不良を招くことがある。
【０１１０】
　＜歯科用組成物の用途＞
　本発明に係る歯科用組成物は、酵素阻害作用または酵素阻害作用と抗菌作用とを有する
。このため、前記歯科用組成物は、例えば、口腔内粘膜、歯周組織、歯槽骨または歯牙な
どの口腔内組織に適用される歯科用コート剤；歯科用接着材；歯科用根管充填材；歯科用
コンポジットレジンに好適に用いられる。また、歯科用合着セメント、小窩裂溝填塞材、
義歯床用レジンなどにも好適に用いられる。
【実施例】
【０１１１】
　以下に、実施例に基づいて本発明をより具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例
に何ら限定されることはない。なお、実施例および比較例で得られた歯科用組成物の酵素
活性の測定および抗菌試験は以下のようにして行った。
【０１１２】
　〔酵素活性の測定〕
　酵素活性の測定には、Ｍｏｌｅｃｕｌａｒ　Ｐｒｏｂｅｓ社製の酵素活性アッセイキッ
トである、Ｅｎｚｃｈｅｋ　Ｇｅｌａｔｉｎａｓｅ／Ｃｏｌｌａｇｅｎａｓｅ　Ａｓｓａ
ｙ　Ｋｉｔを用いた。
【０１１３】
　先ず、以下の要領（１ａ）～（１ｂ）にて、健全象牙質粉末を調製した。
　（１ａ）人歯を液体窒素で凍結して凍結人歯とし、スチールミルを用いて－１２０℃、
３０Ｈｚの条件にて、該凍結人歯を５分間粉砕した。
【０１１４】
　（１ｂ）上記（１ａ）で得られた粉砕物を篩分けし、網目サイズ１８０μｍを通過、１
５０μｍを非通過のものを回収して、回収された粉砕物を健全象牙質粉末とした。
　次に、健全象牙質粉末と下記実施例１～５で得られた歯科用組成物とを用いて、酵素活
性測定用サンプルを以下の要領（２ａ）～（２ｄ）にて調製した。
【０１１５】
　（２ａ）健全象牙質粉末６００ｍｇと下記実施例１～５で得られた歯科用組成物０．７
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　（２ｂ）ガラス板上に広げられた錬和物に弱いエアーブローを施し、錬和物中に含まれ
るアセトンと精製水とを除去した。
【０１１６】
　（２ｃ）さらに、ガラス板上に広げられた錬和物上に別のガラス板を載置することによ
り、該錬和物をガラス板で両側から挟んだ。次いで、ガラス板を通して錬和物に光照射（
６００ｍＷ／ｃｍ2で４０秒間）することにより、該錬和物を硬化させ、縦：７ｃｍ、横
：４ｃｍ、厚み０．４ｍｍの硬化物を得た。
【０１１７】
　（２ｄ）この硬化物をスチールミルで粉砕し、得られた粉砕物を篩分けして、網目サイ
ズ３００μｍを通過、２２５μｍを非通過のものを回収し、酵素活性測定用サンプルとし
た。
【０１１８】
　Ｅｎｚｃｈｅｋ　Ｇｅｌａｔｉｎａｓｅ／Ｃｏｌｌａｇｅｎａｓｅ　Ａｓｓａｙ　Ｋｉ
ｔを用いて、以下の要領（３ａ）～（３ｄ）にて、健全象牙質粉末および酵素活性測定用
サンプルの酵素活性値を測定した。
【０１１９】
　（３ａ）１０Ｘ　Ｂｕｆｆｅｒ（２ｍＬ）に蒸留水（８ｍＬ）を加えて該１０Ｘ　Ｂｕ
ｆｆｅｒを希釈し、１Ｘ　Ｂｕｆｆｅｒを調製した。
　（３ｂ）ＮａＮ3（１．３ｍｇ）に蒸留水（１０ｍＬ）を加えてＮａＮ3溶液を調製した
。上記Ｋｉｔ付属のＤＱゼラチン１本に、前記ＮａＮ3溶液（１ｍＬ）を加え、５０℃で
５分間超音波処理して該ＤＱゼラチンを完全に溶かし、さらに１Ｘ　Ｂｕｆｆｅｒを用い
て体積２倍に希釈し、ＤＱゼラチン溶液を調製した。
【０１２０】
　（３ｃ）上記Ｋｉｔ付属のＣｏｌｌａｇｅｎａｓｅ（Ｔｙｐｅ　ＩＶ　ｆｒｏｍ　Ｃｌ
ｏｓｔｒｉｄｉｕｍ　ｈｉｓｔｏｌｙｔｉｃｕｍ　５００Ｕ）１本に、蒸留水（０．５ｍ
Ｌ）を加え、１Ｘ　Ｂｕｆｆｅｒを用いて体積１００倍に希釈し、コラゲナーゼ溶液を調
製した。また、前記コラゲナーゼ溶液は使用するまで冷蔵庫中で保存した。
【０１２１】
　（３ｄ）９６ｗｅｌｌマイクロプレートに、１Ｘ　Ｂｕｆｆｅｒ（６０μＬ）と、酵素
活性測定用サンプル（８０ｍｇ）と、ＤＱゼラチン溶液（２０μＬ）とを混合して入れ、
さらに該マイクロプレートにコラゲナーゼ溶液（１００μＬ）を加え、暗所にて２４時間
、室温でインキュベートした。その後、吸収極大４９５ｎｍ、放射極大５１５ｎｍで蛍光
強度の測定を行い、酵素活性値を測定した。
【０１２２】
　〔抗菌試験〕
　ヒト口腔内細菌をカルチュレットにて採取し、直ちに該細菌をリン酸緩衝溶液中に分散
させ、得られた分散体の所定量を嫌気性菌用羊血液寒天培地（日本ベクトン・ディッキン
ソン（株）製）に塗抹した。
【０１２３】
　次いで、下記実施例１～７で得られた歯科用組成物７５μｌを抗菌試験用サンプルとし
、ペーパーディスク（直径８ｍｍ、厚み１．５ｍｍ）に染み込ませた。このペーパーディ
スクを上記寒天培地上に置き、嫌気性下で３７℃にて２４時間、菌を培養させた。２４時
間後のペーパーディスク周囲における菌の発育状況を観察し、下記表１に示す基準で判定
を行った。
【０１２４】
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【表１】

【０１２５】
　［実施例１］
　酵素阻害剤（Ａ）として４－メタクリロイルオキシエチルトリメリット酸無水物（４－
ＭＥＴＡ）２０重量部（これは、酵素阻害作用および重合性を有する成分（ＡＣ）である
。）；重合性単量体（Ｃｏ）としてウレタンジメタクリレート（ＵＤＭＡ）２０重量部お
よび２－ヒドロキシエチルメタクリレート（ＨＥＭＡ）２重量部；重合開始剤（Ｄ）とし
てカンファーキノン（ＣＱ）０．２重量部、Ｎ－フェニルグリシンナトリウム０．３重量
部およびｐ－トルエンスルフィン酸ナトリウム０．３重量部；水系溶媒（Ｇ）としてアセ
トン４０重量部および精製水１７．２重量部からなる歯科用組成物（１）を調製した。前
記歯科用組成物（１）を用いて酵素活性の測定と抗菌試験を行った。結果を表２および表
３に示す。
【０１２６】
　［実施例２］
　上記歯科用組成物（１）１００重量部に、抗菌剤（Ｂ）としてグルコン酸クロルヘキシ
ジン０．５重量部を配合し、歯科用組成物（２）を調製した。前記歯科用組成物（２）を
用いて酵素活性の測定と抗菌試験を行った。結果を表２および表３に示す。
【０１２７】
　［実施例３］
　上記歯科用組成物（１）１００重量部に、抗菌剤（Ｂ）としてグルコン酸クロルヘキシ
ジン１重量部を配合し、歯科用組成物（３）を調製した。前記歯科用組成物（３）を用い
て酵素活性の測定と抗菌試験を行った。結果を表２および表３に示す。
【０１２８】
　［実施例４］
　上記歯科用組成物（１）１００重量部に、抗菌剤（Ｂ）としてグルコン酸クロルヘキシ
ジン２重量部を配合し、歯科用組成物（４）を調製した。前記歯科用組成物（４）を用い
て酵素活性の測定と抗菌試験を行った。結果を表２および表３に示す。
【０１２９】
　［実施例５］
　上記歯科用組成物（１）１００重量部に、抗菌剤（Ｂ）としてグルコン酸クロルヘキシ
ジン５重量部を配合し、歯科用組成物（５）を調製した。前記歯科用組成物（５）を用い
て酵素活性の測定と抗菌試験を行った。結果を表２および表３に示す。
【０１３０】
　［実施例６］
　上記歯科用組成物（１）１００重量部に、抗菌剤（Ｂ）として塩化ベンゼトニウム０．



(21) JP 5657201 B2 2015.1.21

10

20

30

40

５重量部を配合し、歯科用組成物（６）を調製した。前記歯科用組成物（６）を用いて抗
菌試験を行った。結果を表３に示す。
【０１３１】
　［実施例７］
　上記歯科用組成物（１）１００重量部に、抗菌剤（Ｂ）としてヘキサデシルピリジニウ
ム０．５重量部を配合し、歯科用組成物（６）を調製した。前記歯科用組成物（６）を用
いて抗菌試験を行った。結果を表３に示す。
【０１３２】
　［比較例１］
　上記実施例１～５で得られた歯科用組成物を用いずに、健全象牙質粉末のみを用いて酵
素活性測定用サンプルを調製し、酵素活性の測定を行った。結果を表２に示す。
【０１３３】
【表２】

【０１３４】

【表３】

【０１３５】
　表２に示したように、通常の健全象牙質粉末と比較して、酵素阻害剤（Ａ）を含有する
歯科用組成物は酵素阻害能が高い。また、表３に示したように、このような酵素阻害作用
を有する歯科用組成物に、さらに、グルコン酸クロルヘキシジンなどの抗菌剤（Ｂ）を配
合することで抗菌作用も同時に奏される。
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